事業計画書
（１）　応募者・事業形態
①　応募者　(選択項目は、該当するものに☑または■にしてください。)
	（ふりがな）
	
	性別
	· 男
· 女
	生年月日
	　　　　年　　月　　日
（　　　歳）

	氏　名
	
	
	
	
	

	（ふりがな）
	

	法人名
※公募以降に
創業済の場合
	

	連絡先
住所等
	〒


	
	T E L
	
	E-mail
	

	移住状況等
	· 東京23区に在住

	
	　　
	住居地
	東京都　　　　区
	在住期間
	　　　年　　月　～　　　年　　月

	
	
	岐阜県内への転入時期
	　　　年　　月（これから移住する場合は予定時期を記入）

	
	· 東京圏内に在住し、東京23区の企業に通勤

	
	
	住居地
	　　　
（市区町村名まで記入）
	在住期間
	　　　年　　月　～　　　年　　月

	
	
	企業の
所在地
	東京都　　　　区
	通勤期間
	　　　年　　月　～　　　年　　月

	
	
	岐阜県内への転入時期
	　　　年　　月（これから移住する場合は予定時期を記入）

	創業直前の
職業
	□１．会社役員　　□２．個人事業主　　□３．会社員　　□４．専業主婦・主夫
□５．パートタイマー・アルバイト　　□６．学生　　□７．その他（　　　　　　　　　）

	本事業以外の
事業経営経験
	□ 事業を経営したことがない。
□ 事業を経営したことがあり、現在もその事業を続けている。
　事業形態　[ □個人事業　 □会社 　□企業組合・協業組合　 □特定非営利活動法人 ] 
　事業内容  [　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   　　　　　　　　　]
□ 事業を経営していたが、既にその事業をやめている。[やめた時期　　　　年　　　月]

	職歴

	期間
	職歴

	
	　　年　　月～　　年　　月
	

	
	　年　　月～　　年　　月
	

	
	　年　　月～　　年　　月
	

	
	　年　　月～　　年　　月
	


②　申請者の事業形態
	事業の
運営形態等
	□ １．個人事業主　
□ ２．会社設立・・・会社の種類[　□株式会社　□合名会社　□合資会社　□合同会社  ]
□ ３．組合設立・・・組合の種類[　□企業組合　□協業組合  ]
□ ４．特定非営利活動法人 

	
	

	
	


	開業・法人設立日
（予定日）
	年　　月　　日

	主たる業種
（特定非営利活動法人は不要） 
	日本標準産業分類中分類にならってご記入ください
中分類名：　　　　　　　　　　　　コード（2桁）：

	活動の種類※１
（特定非営利活動法人のみ記入）
	

	事業所の所在地
（予定地）
	〒


	資本金又は出資金
	　　　　　　　　　　　千円
	うち大企業から
の出資
	　　　　　　　　千円

	株主又は出資者数
	　　　　　　　　　　　名
	うち大企業から
の出資
	　　　　　　　　名

	役員・従業員数※２
	合計
	　　　　　名　　　　　　　
	①役員
（法人のみ）
	　　　　　　　　　　　名
（うち大企業の役員又は職員を兼ねている者　　　　名）

	
	
	
	②従業員
	　　　　　　　　　　　名

	
	
	
	③ﾊﾟｰﾄ･
ｱﾙﾊﾞｲﾄ
	　　　　　　　　　　　名

	事業に要する許認可・免許等
（必要な場合のみ記入）
	許認可・免許等名称
	

	
	取得見込み時期
	


　※１　以下の２０種類の活動の中から主となる活動の名称を一つ記載してください。（番号のみの記載は不可）

　 　　 ①保健、医療又は福祉の増進を図る活動 　　　　　　　②社会教育の推進を図る活動

③まちづくりの推進を図る活動　　　　　　　　　　　 ④観光の振興を図る活動

⑤農山漁村又は中山間地域の振興を図る活動 　　　　　⑥学術、文化、芸術又はスポーツの振興を図る活動

⑦環境の保全を図る活動　　　　　　　　　　　　　　 ⑧災害救援活動

⑨地域安全活動 　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑩人権の擁護又は平和の活動の推進を図る活動

⑪国際協力の活動　　　　　　　　　　　　　　　　　 ⑫男女共同参画社会の形成の促進を図る活動

⑬子どもの健全育成を図る活動 　　　　　　　　　　　⑭情報化社会の発展を図る活動

⑮科学技術の振興を図る活動 　　　　　　　　　　　　⑯経済活動の活性化を図る活動

⑰職業能力の開発又は雇用機会の拡充を支援する活動　 ⑱消費者の保護を図る活動

⑲前各号に掲げる活動を行う団体の運営又は活動に関する連絡、助言又は援助の活動

⑳前各号で掲げる活動に準ずる活動として都道府県又は指定都市の条例で定める活動
※２　特定非営利活動法人は理事数と従業員数を記入。
個人事業主は従業員数のみ記入。創業前個人は記入不要。
（２）　事業内容
・記入の際は必要に応じて図表等を用いていただき、枠に収まらない場合は広げてください。
・現在事業を経営している方で、その事業が応募事業と類似している場合は、差別化している点を説明してください。
	①　本事業の動機・きっかけ、本事業により解決を目指す地域の課題について
　（地域社会が抱える課題の解決に資する事業であること[社会性]、当該課題に対し、解決に資するサービスの供給が当該地域において十分でないこと[必要性]も説明すること。）

	

	②　事業の具体的な内容　

	

	③市場性（ターゲットとなる顧客・市場規模、計画する商品やサービス等の現状や将来性等）

	

	④販売戦略（顧客の開拓方法）

	

	⑤申請者の事業・経営に関する知識、能力、経験、人脈等

	


（様式２）









